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１．ハイライト
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１．ハイライト
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事業のハイライト

当社６機目の小型SAR衛星の画像取得に成功。現在は軌道上で４機を運用中

米SpaceX社とライドシェアローンチ契約を締結、2027年に2機を同社のロケットにて打上げへ
• 米Rocket Lab社とあわせて13機分の打上げ契約確保、2020年代後半までに30機の小型SAR衛星コンステレーションの構築がより確実に

 新設した小型SAR衛星の量産工場 「ヤマトテクノロジーセンター」が順調に稼働。下期に2機打上げに向けて進捗

官公庁向けの継続的な案件獲得に加え、民間企業向けもソリューションサービスを中心に契約を獲得、当第1
四半期末の受注残高(1)は218.5億円（前期末比＋164.9億円）とパイプラインを大きく積み上げ
• 宇宙戦略基金は当初補助事業期間(2027年3月まで)の交付額が164.6億円で決定(2) 。衛星コンステレーション構築に向け

て確実に資金を確保
• 防衛省の衛星コンステレーション予算2,832億円が国会で可決

世界最大の宇宙関連市場である米国に子会社を設立

第三者割当増資(オーバーアロットメント)にて14.2億円を調達。加えて合計86.0億円の融資契約を新たに締結

(1) 未計上の補助金収入を含む
(2) 2027年4月以降の金額については次回以降交付決定の度に公表となる予定

ビジネス

衛星の開発・製造・打上げ

財務

• 2025年12月期第1四半期における事業のハイライトです。
ポイントはスライドのとおり、この第1四半期は事業がいずれも順調に進捗しました。

• ビジネス全体では、売上・総収入を牽引する官公庁向けの案件が継続的に獲得できている状
況です。
特に、宇宙戦略基金の交付額が164.6億円で決定し、2027年3月までの補助金収入の見通し
が確保できたことにより、受注残高の大幅伸⾧に寄与しました。加えて、防衛省の衛星コン
ステレーション予算2,832億円が国会で可決するなど、将来の売上につながるパイプライン
も順調に積み上がっています。

• 衛星の開発・製造・打上げにおいても着実に進捗しており、2025年3月にはSpaceX社と2機
のライドシェアローンチ契約を締結し、従来からのRocket Lab社とあわせて13機分の打上げ
契約が確保できています。
製造面では、量産工場 「ヤマトテクノロジーセンター」において下期での2機打上げに向け
て進捗しているほか、来期目標の年産12機実現に向けて体制を強化しています。

• 財務面では、第三者割当増資（オーバーアロットメント）にて14.2億円を調達したことに加
えて、合計86億円の融資契約を新たに締結するなど、衛星の開発・製造に向けた設備投資お
よび運転資金の安定した資金確保を図っています。

• なお、各ポイントの詳細につきましては、「2. 事業の進捗」の各スライド（p.7～15）をご
覧ください。
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１．ハイライト
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第1四半期実績および通期業績見通しのハイライト

(1) 総収入: Non-GAAP指標。投資家が当社グループの業績を評価する上で、当社が有用と考える財務指標である。総収入は、政府からの補助金収入を売上高に加算して算出している
(2) 内閣府実証:内閣府宇宙開発戦略推進事務局が推進する「令和６年度小型SAR衛星コンステレーションの利用拡大に向けた実証」、防衛省の宇宙実証:防衛省が推進する安全保障用途に適した小型合成開口レーダ（SAR）衛星の宇宙実証、

経産省SBIR:経済産業省の実施する「中小企業イノベーション創出推進事業」

総収入(1)は11.5億円（前年同期比125.8%増）を達成。内閣府実証および防衛省の宇宙実証の納入完了に
加え、経産省SBIRによる補助金収入を計上(2)

衛星コンステレーション構築のための体制強化に向けた先行投資により、営業損失を計上（想定どおり）

通期見通しに対する売上高の進捗率は49.1％と順調なスタートを切った（総収入の進捗率は18.9％:補助金
収入は下期偏重の見通し）

通期見通しは前回から据え置き。足元は官公庁向け案件および補助金収入を想定どおり計上

第１四半期実績

通期業績見通し

• 第1四半期実績および通期見通しのハイライトです。

• 第1四半期実績は、売上高と補助金収入を合計した総収入が、前年同期比125.8%増の11.5億
円と大きく増加しました。特に、内閣府実証および防衛省の宇宙実証の2件の納入完了が売上
成⾧を牽引し、総収入全体の増加に寄与しました。
なお、引き続き営業損失を計上していますが、主には衛星コンステレーション構築のための
体制強化に向けた先行投資によるものです。

• 足元は官公庁向け案件および補助金収入を想定どおり計上しており、通期見通しに対する売
上高の進捗率は49.1％と順調なスタートを切っています。なお、通期見通しは前回2月14日
公表から変更はありません。

• 各ポイントの詳細につきましては、「3. 2025年12月期 第1四半期 決算概要」（p.17～
20） および、「4. 2025年12月期 通期業績見通し」 （p.22, 23）の各スライドをご覧くだ
さい。
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２．事業進捗
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官公庁向けは継続的に契約を獲得・実行している
民間向けもソリューションを中心に実績を上げており、パイプラインは着実に積み上がっている

7

事例１:ミャンマー地震（2025年３月）における被害状況の撮像(2)

Synspective StriXで被災状況を撮像し、国連宇宙局が運営する災害管理と緊急対応のための
宇宙ベース情報プラットフォーム「UN-SPIDER」に提供、被災状況把握を支援

● 当第１四半期は、令和7年内閣府実証に採択（落札額合計
10.6億円）

● 補助金は、経産省SBIR（採択額41.0億円）に加え、当第
１四半期において宇宙戦略基金164.6億円が交付決定（当
初補助事業期間）

● 官公庁向け案件の契約は、創業以来累計約266億円に

266億円

官公庁向け 民間向け

(1) 2018年以降の累計で既に収益計上済みのものを含む。
(2) https://un-spider.org/news-and-events/news/myanmar-earthquake-un-spiders-disaster-response

アヴァ橋の崩壊を検知

2. 事業進捗
ビジネス ビジネスの実績

事例2:米ロサンゼルス山火事（2025年1月）における建物崩壊検知
Synspective StriXで観測、観測角が異なる時間（サブアパーチャ）に分割し、カラー合成すること
で観測データ内の対象を可視化するCSI(Colorized Sub-aperture Image) により残存家屋を解析

CSIによる衛星画像の解析 残存家屋を解析

人がアクセスできなくなったダムを日次撮像

• ビジネスについては、官公庁向けは継続的に案件を獲得・実行し、民間向けもソリューショ
ンを中心に実績を上げ、パイプラインは着実に積み上がっている状況です。

• まず官公庁向けについては、内閣府の小型SAR実証の契約が今回で4年連続となりますが、今
年度は10.6億円で獲得できています。補助金収入に関しては、前期から継続している経産省
SBIR（採択額41億円）が順調に進捗している状況に加えて、JAXA宇宙戦略基金164.6億円
の交付が決定しています。
こうした結果、官公庁向けの契約は創業以来266億円に積み上がりました。

• 民間向けのソリューションは、国内の案件だけではなく海外の事例も着実に増えています。
例えば、2025年3月に発生したミャンマーでの地震の際には、国連宇宙局が運営する「UN-
SPIDER」の災害対応のプログラムに対して、当社の衛星データを迅速に提供しました。
2025年1月にロサンゼルスで山火事が起きた際は、CSI (Colorized Sub-aperture Image)
での合成データを作成した上で解析を行い、建物の崩壊状況を明らかにしました。
この様な災害対応や他の土木建設系のプログラムを含めて、民間向けのビジネスも国内外で
進捗している状況です。
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国内政府を中心に契約実績を積み上げ、当第１四半期末の受注残高は218.5億円(1)に
10機前後の運用機数下で黒字化が想定され、その後機数増に伴い海外政府へのデータ販売が拡大する計画

2030202920282027202620252024計上区分契約/案件名

売上高1.SAR衛星の宇宙実証(2)

契約済/ 
採択済案件 

売上高2.令和6年度 内閣府実証(3)

補助金収入3.経産省SBIR(4)

補助金収入4.宇宙戦略基金 第1期(5)

売上高5.令和7年度 内閣府実証(3)

売上高6.令和8年度 内閣府実証(3)

今後獲得が 
期待される案件 

売上高7.防衛省 衛星コンステ(6)

補助金収入/売上高8.宇宙戦略基金 第2期～

>30機11機6機4機期末運用機数

12.8億円(1)

41.0億円(1)

10.5億円(1)

2,832億円(6) の一部

2030年頃までの主な契約と想定されるP/L計上時期 :契約内容等から想定される計上時期 :公開情報から当社が推定した計上時期

(1) 2025年3月末時点での受注残高(契約合計金額のうち将来の売上高または補助金収入に計上されると想定される額)はそれぞれ3.経産省SBIR:39億円、
4.宇宙戦略基金のうち当初補助事業期間の交付決定額164.6億円、5.令和7年度 内閣府実証10.6億円

(2) 安全保障用途に適したSAR衛星の宇宙実証（防衛省）
(3) 小型SAR衛星コンステレーションの利用拡大に向けた実証（内閣府）
(4) 中小企業イノベーション創出推進事業(経産省)

(5) 宇宙戦略基金/商業衛星コンステレーション構築加速化(経産省）
(6) スタンド・オフ防衛能力に必要な目標の探知・追尾能力の獲得のため、令和７年度末から衛星コンステレーションの構築（防衛省）、2025年3月に衆

参両議院における令和7年度予算の可決を受けて2,832億円の衛星コンステレーションからの画像取得予算が確定 詳細はP10参照

?億円

ビジネス 国内官公庁との主な契約/案件と計上時期 パイプラインの積み上げ

補助総額非公開当初交付決定 164.6億円(1)

10.6億円(1)

約7,000億円の一部

2. 事業進捗

• 前のスライドで説明したとおり、国内政府を中心に契約実績を積み上げており、3月末現在の
受注残高は、2024年12月末の53.6億円から、218.5億円へと伸⾧しました。前期IPO時の成
⾧戦略で掲げた、10機前後の運用機数下での黒字化想定、機数増加に伴う海外政府へのデー
タ販売、ソリューション提供拡大などの計画実現に向け順調に進捗しています。

• 表に記載している国内政府の受注契約のうち、第1四半期の総収入に寄与した主な案件につい
ては、防衛省から受注していた「1.SAR衛星の宇宙実証」と、内閣府からの「2.令和６年度
内閣府実施」の2件に関しては、無事に納入が完了し売上高に計上しています。
「3.経産省SBIR」（採択額41億円）については、前期に続き補助金収入として計上していま
す。

• あわせて、前のスライドでも触れましたが、今年度で4年目となる「5.令和7年度 内閣府実
証」も既にスタートしていますので、今後の売上高への寄与を見込んでいます。他にも、こ
の表に掲載はしていませんが、経産省の令和5年度補正「グローバルサウス未来志向型共創等
事業費補助金」に採択されたプロジェクトが今年2月より本格始動し、また、４月には航空自
衛隊の「宇宙システムにおけるセキュリティ標準ガイドラインの作成」の案件も受注してお
り、国内の省庁向けの契約は順調に積み上がっている状況です。
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当社は2024年11月に宇宙戦略基金における「商業衛星コンステレーション構築加速化」（予算総額950億円、
4社採択）に採択され、衛星の量産およびサービス開発のための資金として当初補助事業期間（2027年3月末
まで）において164.6億円が交付決定(1)

コンステレーションの構築
および量産体制確立 即応性実現のための実証 国際競争力のある

高頻度干渉SAR技術開発

■技術開発課題「小型SAR衛星の量産・打上げと段階的性能向上(2)」での採択

年産12機の製造体制を確立し、30機以上
からなる衛星コンステレーションの早期
構築を目指す。

オンボードデータ処理、衛星間通信を活
用した即応サービス提供に向けた軌道上
での実証を行う。

当社が強みとするソリューション事業お
よび海外展開も踏まえた高頻度干渉SAR
技術(軌道制御自律化技術)の開発を行う。

 補助金収入による安定的な収入基盤の構築
 日本政府需要に対する早期のサービス提供および売上の拡大

期待される事業成果

(1) 宇宙戦略基金とは、産学官の結節点として宇宙航空研究開発機構（JAXA）に設置した基金（総額1兆円）を活用し、スタートアップをはじめとする民間企業・大学等が複数年度（最大10年間）にわたって大胆に研究開発に取り組めるよう支援を行うもの。R5年補正予算
にて第1期（約3,000億円）が措置された。なおR6年度補正予算として第2期（約3,000億）の概要が公表され、今後4,000億の予算化が期待される https://fund.jaxa.jp/
(2) 2025年3月6日付、164.6億円の交付決定（2027年3月末まで）を開示済 https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS04951/b6d7a3de/c34f/4d9d/b32e/dd5a84955118/140120250306589324.pdf
(3) 技術開発内容は提案時点での計画であり、今後のステージゲート審査を通じて変更となる可能性がある

ビジネス 宇宙戦略基金採択による技術開発と事業展開の加速2. 事業進捗

• 2025年3月、JAXA宇宙戦略基金において2027年3月までの交付額が164.6億円で決定しまし
た。この補助金収入は、収入基盤の安定に大きく寄与するものです。

• この補助金を使って、コンステレーションの構築と量産体制の確立、即応性実現のための実
証および、高頻度干渉SAR技術開発を進めて国際競争力を高めていく、ということを進めて
いきます。
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2025年3月に衆参両議院における令和7年度予算の可決を受け、2,832億円の衛星コンステレーションから
の画像取得予算(1) が確定。防衛省「実施方針」にて今後のスケジュールと要求事項について公表された(2)

262億円 
405億円 

665億円 
748億円 753億円 

2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

2030年以降は次防衛5カ年
計画に基づいて新たな予算が

組まれていくと期待

 当プログラムの今後のスケジュールおよび予算額の各年度内訳(2)

種類別分配イメージ 企業別分配イメージ 

その他
SAR衛星事業者

光学衛星事業者

(現時点での予算分配は未確定)

光学衛星

SAR衛星

(3)(3)

(1) 2024年12月27日公表 出所:防衛省の令和7年度予算案の概要（P8） https://www.mod.go.jp/j/budget/yosan_gaiyo/fy2025/yosan_20241227_summary.pdf
(2) 防衛省 衛星コンステレーションの整備・運営等事業に関する実施方針（2025年4月8日公表 https://www.mod.go.jp/j/budget/release/pfi/satellite_constellation/20250408/index.html） 表中の金額は当社作成、予算2,832億円に公表された「各年度の予算額の割合」をかけて算出
(3) 2024年9月「スタンド・オフ防衛能力に必要な目標の探知・追尾能力の獲得のため、令和７年度末から衛星コンステレーションの構築を開始(PFI方式)」と公表 出所:防衛省の令和７年度宇宙関連概算要求（P.3） https://www8.cao.go.jp/space/comittee/dai114/siryou2-9.pdf
(4) PFI方式はPrivate Finance Initiative方式の、BOO方式はBuild Own Operate方式の略称

(3)

ビジネス 防衛省の衛星コンステレーション構築プログラムの見通し2. 事業進捗

今後のスケジュール（予定）
2025年７月頃 入札公告
2025年12月頃 落札者の決定
2026年２月頃 事業契約の締結
2031年３月末 事業契約の終了

(4)

• 来期以降の売上高に大きな寄与を期待している、防衛省の衛星コンステレーション構築プロ
グラムについてのアップデートです。

• この3月に国会で予算の可決を受けて、防衛省による2,832億円の衛星コンステレーションか
らの画像取得予算が確定しました。4月には防衛省からの「実施方針」にて今後のスケジュー
ルと主な要求事項について公表がされましたので、当社は今年予定されている入札に向けて、
着々と準備を進めている状況です。
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 新たなビジネスの機会の創出を目指して、2025年3月に米国デラウェア州に現地子会社２社を設立
 米国を中心とする北米地域のSAR市場規模は、2023年に9,625USD Million（約1.5兆円）であり、その後は

年間約10％で成⾧し、2030年には19,569USD Million（約3.1兆円）に達すると予測(1)

 新たな米国子会社は、当社の米国・中南米地域事業の拠点として、国家安全保障、インフラモニタリング、
災害対応、人的安全保障、環境管理などの分野でSAR衛星データやソリューションの提供に注力していく

• Dr. Kumar Navulur
• Synspective USA, Inc. CEO
• 地理空間産業で30年以上の経験。Open 

Geospatial Consortium取締役会のメン
バー兼、国連の地理空間情報専門家グルー
プ 民間セクターネットワークのメンバー等

ビジネス 世界最大の宇宙関連市場である米国に拠点を設立

(1) 出典:Global Market Insightsが発行した「Synthetic Aperture Radar (SAR) Market Report, 2024-2032」より

• Ronda Schrenk
• Synspective USA, Inc. 社外取締役
• United States Geospatial Intelligence 

FoundationのCEO兼取締役兼、Geo Week
の諮問委員兼、XR2 Leadのアドバイザリー
ボード所属ほか、米国国家地理空間情報局
(NGA)での21年間の経験、等

• Mike Edwards
• Synspective USA, Inc. 社外取締役
• 政府関係および防衛分野におけるビジネス戦略

の専門家。AOC Global Services LLCのCEO。
米空軍の将校としてAir Force Combat 
Support Office の作戦部⾧ほか、Northrop 
Grummanでのｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾃﾞｨﾚｸﾀｰなど経歴多数

2. 事業進捗

業界有識者が米国子会社の経営陣に

• 成⾧戦略の一角を成す海外展開の重要マイルストーンとして、世界最大のSAR市場である米
国に拠点を設立しました。
米国は世界最大のSAR市場であり、ここでまずはセールスマーケティングの活動に注力して
いきます。

• 現地法人の代表に、Kumar Navulur博士が就任しました。彼は観測衛星のデータ産業で30年
以上の経験を有し、Open Geospatial Consortium取締役会や、国連の地理空間情報専門家
グループ（UN-GGIM）の民間セクターネットワーク（PSN）のメンバーも務めてきた、この
領域における大変著名な人物です。Synspectiveのビジョン・ミッションへの深い理解と卓
越したマネジメント能力によって、Synspective USAをリードしてまいります。

• 加えて、新たに社外取締役に2名が就任しました。

• 1人はRonda Schrenkです。世界最大の安全保障会議のひとつGEOINT、そのカンファレン
スオーナーであるUSGIFのCEOであり、地理空間情報インテリジェンスにおいて非常に豊富
な知識と経験を有したリーダーです。米国政府の地理空間データ購入を司る米国国家地理空
間情報局（NGA）で21年間の経験があり、その広範な人脈と経験に、米国のマーケットを拡
大していく上で大変期待しています。

• もう1人はMike Edwardsで、政府関係および防衛分野におけるビジネス戦略の専門家です。
彼はUS Air Forceで作戦部⾧を務めた後、Northrop GrummanやMaxar Technologiesにて
その経験を活かして経営に関わり、企業の成⾧戦略やビジネス発展に貢献してきた人材です。
当該領域での戦略的な事業拡大への貢献に大いに期待しています。

• こうした豊富な経験と広い人脈をもった多様なメンバーで、北米・中南米の安全保障、イン
フラ開発、災害対応の領域で事業を拡大していきます。これらは、環境ビジネスを含む分野
で民間セクターにも広げていく予定であり、そのためのソリューション開発機能なども現地
で拡張していきたいと考えています。
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初号機から通算で６回連続成功しており、宇宙機の開発と運用での⾧い経験を持つエンジニアが多数在籍する
という強みを有し、これにより安定的な運用を実現

12(1) 2025年5月時点

StriX-α

3年運用期間
2020/12/15打上げ日
3年設計寿命
運用終了運用状況(1)

StriX-β

2年11カ月運用期間
2022/03/01打上げ日
3年設計寿命
運用終了運用状況(1)

StriX-1

2年8カ月運用期間
2022/09/16打上げ日
3年設計寿命
運用継続中運用状況(1)

StriX-3

1年2カ月運用期間

2024/03/13打上げ日

5年設計寿命

運用継続中運用状況(1)

StriXシリーズ 
 5号機

9カ月運用期間
2024/08/03打上げ日
5年設計寿命
運用継続中運用状況(1)

 打上げた衛星は全て成功 宇宙機の開発・運用経験からの安定的運用実現対策例
ハード面での取り組み
1. グローバルな視野での部品選定

特定の会社に依存せず、世界中から実績があり安全性の高い部品を調達
2. 選定部品の品質確認試験の追加実施

機械・熱真空・寿命試験を追加実施し品質確認を強化、設計・運用に反映
3. 衛星組立工程での宇宙環境耐性の強化

ハーネスシールド強化や部材真空さらし等、異常防止対策を実施
4. 衛星運用中の異常発生時対処手法の確保

バックアップ部品の搭載や異常時リセット機能を有し、早期復旧手法を確保

ソフト面での取り組み
1. 軌道上状態確認の強化による異常発生予防

異常兆候の早期把握や運用方法改善につなげ、異常発生を予防
2. 安定運用を実現する運用方法の確立

万一の各種異常下での運用を想定したソフト機能や対処方法を確立
3. 衛星組立熟練専門家の確保と教育

宇宙機特徴に熟練した組立専門家を確保、そのノウハウを他作業者に展開

12

StriXシリーズ 
 6号機

5カ月運用期間
2024/12/21打上げ日
5年設計寿命
運用継続中運用状況(1)

開発・製造等 ６号機の画像取得に成功し、現在は軌道上で４機運用中
2. 事業進捗

• 当社はこれまで6機の衛星を打上げてきましたが、いずれも安定的な運用に成功しています。

• 弊社のコア技術は、内閣府「革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）」で開発された成
果を継承しており、それらは宇宙機関連の技術について高い知見を有したエンジニアが開発
を進めてきた経緯があります。これらが、現在の当社衛星の安定運用につながっており、事
業基盤を支える強みになっていると考えています。
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13

 衛星の着実な性能向上、製造能力の拡大を踏まえ、30機以上の衛星コンステレーションを確立し、観測頻度の向上、
ひいては高い収益性の実現を目指す

 SpaceX社との２機のライドシェア契約を締結し、現在13機分の打上げ契約を確保

(1) 実際の製造機数は顧客からの需要およびビジネス状況に応じて上下しうる。また、製造能力が増強したのちにも、製造期間が一定程度かかるため、すぐに製造能力分の機数打上げとはならない。実際の打上数及び時期は、打上事業者のキャパシティ、天候その他の要因に
よって決まる。2024年に打上げた第3世代の１機の撮像枚数は15枚/日、2025年以降打上げる第3世代の撮像枚数は40枚/日となる

(2) 部品・資材の調達、製造の開始を行うことができる機数のキャパシティを指す。製造開始から完成までは約2年を要する
(3) このページにある将来見通しに関する記述は、当社の管理外にある事業、経済、規制、競争に関する不確実性および偶発事象によって大きく影響を受ける可能性がある。これらの記述は、当社の将来の戦略や方針に関する特定の仮定に基づいているが、それらは変更され

ることがある
(4) 将来的な実際の数字は、様々な要因により目標から逸れる可能性があり、その差異は大きい可能性がある。この文書の内容は、これらの目標が達成されることを示すものではなく、状況が変化した際にこれらの目標を更新する義務を当社が負うものではない

機

衛星製造能力(2)

機予定
機予定

観測頻度

衛星の開発が進むにつれ、各種性能が向上

大和工場
稼働開始

那須工場
新設完了

第3世代
打上開始

2
機 3

2
6

2024 2025 2026 2027 2028
以降

撮
像
枚
数

第2世代

15枚/日

第3世代(1)

40枚/日
期末運用機数

以前

3
1 2 93 … 約30機以上

打上機数(1) 1

商用運用終了

機

3

年産6機体制 年産8機体制

週次 日次 数時間毎 ～1時間毎

年産12機体制 衛星30機+体制の確立を目指す⑶

開発・製造等 衛星の製造および打上計画2. 事業進捗

米Rocket Lab社と11機、米SpaceXと２機の
衛星打上げを契約済み

• 衛星の打上げについては、当初の計画どおり下期に２機を打上げ予定です。いずれも第3世代
衛星の打上げであり、コンステレーション構築の主力となります。

• 今後の打上げ機数増に備え、これまでのRocket Lab社との契約に加えて、SpaceX社と2機分
のライドシェア契約を締結しました。これにより、各衛星の目的に合わせて、スケジュール
と選定軌道の柔軟性がある専用ロケットと、低コストのライドシェアでのメリットを組み合
わせた打上げをアレンジできるようになります。引き続き、様々な打上げ企業の市場参入が
期待されますので、広くコミュニケーションを取りつつ、安定的かつ効率的なコンステレー
ション構築を目指していきます。
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 自社工場⑴では、生産現場の環境整備、品質管理体制の強化、技能者の育成環境の整備、生産設備治工具の開発と改善、
増産に合わせて人材の確保等が着々と進められており、来期目標の年産12機体制を構築中

 2025年3月末現在、19号機まで部材発注開始済み、10号機まで製造着手済み。当社が掲げる2020年代後半までに30機
のコンステレーションを構築する目標の実現に向けて、当期は下期に2機の打上げを予定

14(1) ヤマトテクノロジーセンターは2024年9月に開設・本格稼働を開始した
(2) 2025年4月末現在

開発・製造等 小型SAR衛星の量産工場「ヤマトテクノロジーセンター」

2/6 NASAのアジア代表を含む訪問団ご来訪1/23 米国防総省、国務省及びNGA
（国家地理空間情報局）関係者ご来訪

2. 事業進捗

4/11 全米軍種及びホワイトハウス等関係者ご来訪

工場開設以来、多くの関係者の方々がご来訪（累計500名超(2)）

• 製造面に関しては、前期9月にヤマトテクノロジーセンターが稼働を開始しています。

• 現在は製造能力の拡張を見据えて、生産現場の環境整備および、衛星の数が増加した際の安
定的な品質確保に向けた管理体制の強化を進めているほか、それを支える技能者の育成環境
の整備なども進めています。

• このように、来期目標の年産12機体制を構築しているところですが、2025年3月末現在では、
19号機までの部材発注を開始しており、既に10号機まで製造に着手しています。当期は下期
に2機の打上げを予定していますが、当社が掲げる2020年代後半までに30機のコンステレー
ションを構築する目標の実現に向けて、着実に進捗している状況です。

• なお、ヤマトテクノロジーセンターは日本初の衛星の量産工場であり、日本国内のみならず、
世界中から多くの関係者の方々にご来訪頂いています。
宇宙関係・衛星の関係者に限らず、金融・事業会社を含めて、これまで累計500名以上がお
越し頂いており、米国防省やNASA、米国のホワイトハウスをはじめ、ヨーロッパやアジア
圏の政府の方々も見学に来られてディスカッションも交わすなど、良いハブになっています。
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• 財務面においては、東京証券取引所グロースへの上場に伴う公募による募集株式発行に関連
して、2025年１月を払込期日とする第三者割当増資（オーバーアロットメントに関連した第
三者割当増資）を実施し、14億円を資金調達しました。
また、みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン81億円および日本政策投資銀行
からの借入5億円の、合計86億円の融資契約を新たに締結しました。

• 資金使途は主に、衛星の開発・製造及び関連する設備投資および、人件費や研究開発費など
の運転資金に充当する予定です。
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３．2025年12月期 第1四半期 決算概要

16



585 512 

1,138 

17 

585 
512 

23/12 1Q 24/12 1Q 25/12 1Q

売上高 補助金収入

衛星コンステレーション構築のための体制強化に向けた先行投資により営業損失は拡大も、総収入は大幅増収

17

-406 -355 

-907 

23/12 1Q 24/12 1Q 25/12 1Q

370 336 284 

172 176 347 

140 153 

340 683 666 

973 

23/12 1Q 24/12 1Q 25/12 1Q

研究開発費 人件費 その他

総収入 販売費及び一般管理費 営業損益 （単位:百万円）

• 25/12期1Qは、内閣府実証および防衛省の宇宙実証の納
入完了に加え、経産省SBIRによる補助金収入を計上し、
総収入は前年同期比で大幅増収

• 研究開発費は減少基調も、25/12通期では前期と同水準
程度となる見通し

• 25/12期1Qの人件費は株式報酬費用の計上・人員増加に
より前年同期比で増加

• 衛星コンステレーション構築のための体制強化に向け
た先行投資により、営業損失は拡大

連結業績ハイライト3. 1Q決算概要

（単位:百万円）（単位:百万円）

1,156

• 過去3年間の第1四半期における連結業績のハイライトです。

• 左から順に、総収入、販売費及び一般管理費、営業損失を示しています。
まず、総収入についてですが、売上と補助金を合算した指標であり、ご覧の通り順調に推移
しています。第1四半期の売上高については、内閣府の実証と防衛省のSAR衛星の宇宙実証の
2件が第1四半期中に納品完了し、特に後者の影響で売上高が前年同期比で大きく売上を伸ば
すことができました。補助金収入については年間で37.9億円を見込んでおり、第1四半期の
計上はわずかですが、大半を下期に計上する計画になっていましたので年間の見通しに変更
はありません。

• 販売費および一般管理費については、人件費が増加しています。これは人員増加と、前期6月
に付与したストックオプションに関連する株式報酬費用が要因です。研究開発費については
次世代機開発のために継続的に投資しており、今年度も通期では前期と同水準になる見込み
です。その他、特に米国等での販売体制拡大による業務委託費等の増加、事業税の概算計上、
ヤマトテクノロジーセンター稼働による家賃・光熱費・減価償却費増加、等により増加して
います。

• 結果として、営業損失は第1四半期で約9億円となっております。来期以降、防衛省のコンス
テレーションプログラムに向けた投資を継続していく方針であり、年初に開示したとおり、
通期でも損失は前期より拡大する見込みです。
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総収入 受注残高(1) EBITDA (2)

現預金 四半期末衛星運用機数(3)

18

主要な指標

(1) 未計上の補助金収入を含む。売上高は契約時、補助金収入は交付決定時に受注高として認識している。政府からの補助金は、事業者が決定する“採択”から、補助事業の詳細や対象となる経費等が決定する“交付決定”まで2から3ヶ月程度
を要するのが一般的であり、この“交付決定”時に受注高としている

(2) 経常利益＋支払利息＋減価償却費＋株式報酬費用で算出している
(3) 打上げから画像提供までは一定の期間を要するが、ここでは打上げ直後の衛星も含めて軌道上にある衛星のうち商用利用を目的としている衛星を運用機数としている。

1,156百万円（前年同期比125.8%増） 21,852百万円（前期末比307.9%増） △268百万円（前年同期値△331百万円）

13,299百万円（前期末比△940百万円） ４機（前期末と同機数)

総収入を主要な指標とする理由

総収入は、政府からの補助金収入を売上高に加算して算出している
補助金収入は営業外収益として会計処理されるものではあるが、短中期的には金額的な重要性は高く、また宇宙戦略基金で提案したコンステレーショ
ンの構築等の技術課題に対する進捗を示すものでもある。会計区分に関わらず収入総額を重視しているため、主要な指標としている

3. 1Q決算概要

• 次に、主な指標についてですが、先ほど述べた通り総収入は大きく伸ばすことができました。

• 受注残高については、宇宙戦略基金の交付決定により大幅に増加しています。

• EBITDAは、売上・コスト共に増加しており前期とほぼ同水準になっています。

• 現金預金は衛星の製造のための支出等により前期末から約10億円減少しました。

• 衛星の運用数については期末と同じ4機を維持しています。
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当第1四半期は、内閣府実証・SAR衛星の宇宙実証の完了、経産省SBIR(補助金収入)により増収。コスト面は
コンステレーション構築のための体制強化により上昇

19

連結損益計算書

増減理由増減25/12期 1Q
（実績）

24/12期 1Q
（実績）（百万円）

売上高:令和6年内閣府実証(契約額12.8億円)、SAR衛星の宇宙実証(契約額10.5億円)の当第1四半期
中の契約履行により増収。前期は令和5年内閣府実証の完了が第2四半期となったため、一部を第2四半
期に計上していた。
補助金収入:SBIRについて0.1億円を計上したことによる。宇宙戦略基金は第3四半期より計上を予定

6441,156512総収入

6261,138 512売上高

4-6号機の減価償却費の増加:当期は6.0億円(前期比6.0億円増）
内閣府実証のソリューションの直接原価の増加:当期は3.1億円(前期比3.1億円増、前期は主に第2四
半期に計上）

8711072200売上原価

-306973666販売費及び一般管理費
株式報酬費用の増額0.8億円、人員の増加による。株式報酬費用は第4回新株予約権に係るもので2024年
6月から2026年 6月までの期間で計上。170347176人件費

主に次世代衛星の研究開発に係るもの。年度では前期と同水準程度となる見通し。△ 51284336研究開発費
販売体制拡大等による業務委託費増0.4億円、事業税の概算計上0.3億円、大和工場稼働による家賃・
光熱費・減価償却費増加、広告宣伝費の増加等による187340153その他

-△ 551△ 907△ 355営業損失

主に経産省SBIR0.1億円による23240営業外収益

主にシンジケートローン手数料2.0億円、支払利息の増加による27832042営業外費用

-△ 806△ 1,202△ 396経常損失

契約損失引当金戻入益による15150特別損益

-△ 790△ 1,188△ 398親会社株主に帰属する当期純損失

3. 1Q決算概要

• 次にPLの前年同期比です。

• 総収入は官公庁向けの２件の契約が第1四半期中に完了したことで増加しています。

• 売上原価については、前期に打上げた3機の衛星の減価償却費が当期から全期間を通して発生
するため、償却負担が増加しています。

• 販売費及び一般管理費は人件費を中心に増加しています。要因は記載のとおりです。

• 営業外収益と費用は、収益は補助金の一部が計上されたこと、費用はみずほ銀行等とのシン
ジケートローン契約に関する手数料2億円が発生し、また融資残高が増加したことで支払利息
も増加しました。

• 結果として、親会社株主に帰属する当期損失は11.8億円となっております。

19
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連結貸借対照表

増減理由増減25/3末
（実績）

24/12末
（実績）（百万円）

1,04129,23628,195資産

16516,41816,253流動資産

主な増加要因:増資14.2億円、借入金増6.8億円
主な減少要因:売掛金等の増加13.2億円、固定資産の増加8.7億円、当期純損失11.8億円△ 94013,29914,239現金及び預金

売掛金/契約資産の増加13.2億円:令和6年 内閣府実証、SAR衛星の宇宙実証に係る売掛金
は第２四半期に入金予定。1,1053,1182,013その他の流動資産

87512,81811,942固定資産

7号機目以降の製造進捗による増加73411,72310,988運用/製造中の衛星

主に大和工場への設備導入による増加1411,094953その他の固定資産

6228,9458,322負債

2872,5172,229流動負債

3451,5401,195借入金

△ 579771,034その他の流動負債

3356,4286,093固定負債

主に日本政策投資銀行からの新規借入5.0億円による増加3356,4286,093借入金

41820,29119,872純資産

当第１四半期にオーバーアロットメントによる増資14億円、日本政策投資銀行からの新規借入5億円を実行
衛星の製造・設備への支出は計画どおりに推移

3. 1Q決算概要

• 次にBSの前期末比です。

• まず現預金が約10億円減少しています。増加の要因としてオーバーアロットメントによる増
資と借入の実行があります。減少の要因としては、売掛金の増加、衛星の製造・設備投資な
どで固定資産が増加、当期純損失の計上があります。

• その他の流動資産は、官公庁向け案件の２件が第1四半期中に納品が終わり、売掛金が増加し
ています。これは現時点では既に入金されています。

• 固定資産の増加は、主に衛星そのものと、それを製造する施設への設備投資によって増加し
ています。

• 負債については新たな融資契約に基づく借入の実行が進行中で、今後も借入額は増加が見込
まれます。

20
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４．2025年12月期 通期業績見通し
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 売上高の進捗率は49％と順調なスタート（総収入の進捗率は19％:補助金収入が下期偏重のため）
 前回見通しから据え置き。足元は官公庁向け案件および補助金収入を想定どおり計上

進捗率(%)1Q実績増減率(%)前期比
(B-A)

25/12予想
(B)

24/12実績
(A)(百万円)

18.91,156143.73,6046,1132,508総収入

49.11,138 0.252,3212,316売上高

-△ 907-△1,454△4,524△3,070営業損失

-△ 1,202-2,122△1,473△3,594経常損失

-△ 1,188-2,111△1,482△3,592親会社株主に帰属する当期純損失

-△ 268-3,0431,242△1,799EBITDA(2)

-4機-2機6機4機期末運用機数

(1) 正規名称は、スタンド・オフ防衛能力に必要な目標の探知・追尾能力の獲得のため、令和７年度末から衛星コンステレーションの構築
(2) 経常利益＋支払利息＋減価償却費＋株式報酬費用で算出している
(3) 本ページに記載されている将来に関する記述は、当社のコントロールを超えた事業、経済、規制、競争上の不確実性および偶発事象によって重大な影響を受ける可能性がある。これらの記述は、当社の将来の戦略および方針に関する一定の前提に基づいており、それらは変更される可能性がある。

実際の将来の数値は、様々な要因によって目標と異なる可能性があり、その差は大きい可能性がある。本資料に記載されている内容は、これらの目標が達成されることを示すものではなく、また、状況の変化に応じてこれらの目標を更新する義務を負うものではない

4. 通期業績予想 2025年12月期 連結業績予想

［2025年12月期 連結業績予想（2/14公表）］
• 総収入・経常損失:主に宇宙戦略基金・経産省SBIRの履行により総収入が大幅な増収となり、経常損失は縮小を見込む
• 営業損失:防衛省の衛星コンステレーション構築プログラム(1)等、将来契約に先行して衛星機数を増加させることから営業損失

は拡大見通し
• 期末運用機数:下期に小型SAR衛星StriXシリーズ２機の打上げを計画。当期に年産6機体制の確立へ

• 次に、連結業績予想です。

• 第1四半期においては、P17で説明のとおり官公庁との2件の契約が完了しており、売上高が
大きく伸びています。また、売上高の年度予算に対する進捗率は49%と、順調なスタートを
切っていますが、現時点で、前回の開示予算から変更はありません。

• 一方で、総収入の進捗率は19%となっており、これは補助金収入が下期偏重となるためです。
特に宇宙戦略基金については、今年4月からスタートし最初の入金が7月と下期以降となる予
定であり、下期に集中的に計上する見込みです。
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(1) 宇宙戦略基金事業補助金取扱要領第３８条に定める概算払い受取時に補助金収入を計上する想定としている。
(2) 本ページに記載されている将来に関する記述は、当社のコントロールを超えた事業、経済、規制、競争上の不確実性および偶発事象によって重大な影響を受ける可能性がある。これらの記述は、当社の将来の戦略および方針に関する一定の前提に基づいており、それらは変更される可能性がある。実際の将来の

数値は、様々な要因によって目標と異なる可能性があり、その差は大きい可能性がある。本資料に記載されている内容は、これらの目標が達成されることを示すものではなく、また、状況の変化に応じてこれらの目標を更新する義務を負うものではない

2025年12月期 連結業績予想の前提

前回の前提 前回からの進捗・前提の変更*

・75％程度を官公庁向けと見込んでおり、そのうちの90％超が既に契約済
みもしくは前年からの継続案件
・海外もしくは民間向けの売上は、前年の実績と予想時点の商談の状況等
から予測

補助金収入

売上原価

売上高

販売費及び
一般管理費

・75％程度を官公庁向けと見込むことは変わらず。そのうちの
86％程度が既に落札/契約済み
・海外、民間向けの売上の前提に変更はなし

・既に採択済みの経産省SBIR、宇宙戦略基金、その他２件から当期計上
額を試算。業績予想においては新規の案件は見込んでいない
・宇宙戦略基金については”採択済・交付決定前”であり当社想定(1)により
今期の計上額を試算している

・宇宙戦略基金については当初補助事業期間(2027年
3月まで)の交付決定額が164.6億円で決定。経産省
SBIR、宇宙戦略基金ともに入金時に補助金収入を計上
する前提としている

・機数に関わらず固定的に発生するコストもあるものの、基本的には衛星の
運用機数に比例して増加していく。衛星の減価償却費が大半を占めており
製造・打上げコストを運用開始時から５年定額償却を行なっている。前述の
とおり、2026年から期待される大型契約に先行して機数は増加させるため、
2025年は売上原価は増加し売上総利益は一時的に悪化する見込み

・前提に変更はなし

・2024年末比で50人程度の増員を予定し、特に衛星量産のため大和工
場の人員を増加させる予定。加えて、2024年６月に発行した第４回 新
株予約権に係る費用計上を見込む。同新株予約権に係る費用は非現金
支出費用であり費用化は2026年６月に終了

・前提に変更はなし

4. 通期業績予想

*今般の米国の関税措置による事業及び業績への影響は、現時点におい
てはない見通し

• 続いて、連結業績予想の前提についてです。

• 左側には今年2月14日に開示した業績予想の前提を記載しています。右側には前回からの進
捗状況と前提の変更について記載しています。

• 売上高については、約75%（約17.4億円）を官公庁向けから期待しており、この点に変更は
ありません。前回、官公庁向けは全体の90%以上が契約済みまたは前年からの継続案件であ
るとお伝えしましたが、この官公庁向け約17.4億円のうちの86%は落札もしくは契約済みと
なり、当初の予定どおりに契約等が行われています。海外の民間売上の前提については、前
回からの変更はありません。

• 補助金収入については、宇宙戦略基金の当初補助事業期間の2027年3月までの交付決定額が
164.6億円となりました。2027年4月以降の交付額は未定ですが、決定次第開示します。

• 売上原価・販売費及び一般管理費の前提に変更はありません。

• 最後に、米国の関税措置については現状では業績に影響はないと考えていますが、状況を注
視し影響があることが判明した場合は適時に開示します。
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Appendix
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Appendix:

- 会社概要・ビジネスモデル
- 市場の拡大と競争環境
- 事業計画



次世代の人々が地球を理解し、レジリエントな未来を実現するための新たなインフラをつくる

27

ミッション

いつ世界のどこで災害が起きても、発災直後に広域データを取
得し、迅速な救命・救出活動の開始と早期復興計画の策定を推
進する 

全世界の紛争の状況やロジスティクスの途絶状況を把握し、世
界平和と安定したライフラインの提供に貢献する 

地球規模での森林分布や洋上の風況を定量的かつ継続的に把握
し、カーボンクレジット取引や再生可能エネルギー導入を促進
する 

Security EnvironmentDisaster

私たちの生活とそれを支える経済は、地球規模での災害や紛争、気候変動などの、さまざまなリスクに脅かされています。
私たちが、自然環境や次世代を思いやりながら、安心して生きていくには、それらを定量的に可視化し、理解することが必要です。
それには、地球規模での均質性、定常性、広域性を備えたデータが求められます。

これを可能にするのが、Synspectiveです。

地球を恒常的に俯瞰するSAR衛星のコンステレーション(1)と、そこから得られる膨大なデータを解析するためのアナリティクス、
そしてパートナーネットワークから構成される、新たなインフラをつくります。

(1) コンステレーションとは、複数の人工衛星を連携させ、一体的に運用するシステムのこと

会社概要・
ビジネスモデル

会社概要・
ビジネスモデル

当社は、2018年2月に現代表取締役CEO新井元行と、当時のImPACT（1）プログラムマネージャー白坂成功が
共同創業

28

会社概要

株式会社Synspective会社名

2018年2月22日設立

8,389百万円（2025年3月末時点）資本金

東京都江東区三好三丁目10番３号本社所在地

Synspective SG Pte. Ltd.(シンガポール）
株式会社Synspective Japan（東京都江東区）
Synspective USA HD, Inc.（米国コロラド州）
Synspective USA, Inc.（米国コロラド州）

グループ
会社(2)

205名（連結、2025年3月末時点）
23ヵ国のグローバルチーム従業員数

・SAR画像データ販売
・衛星データを利用したソリューションサービス
・小型SAR衛星の開発・運用

事業内容

本社／Synspective Japan

Synspective SG Pte. Ltd． 大和工場(3)

(1) 内閣府「革新的研究開発推進プログラム」 https://www.jst.go.jp/impact/
(2) Synspective USA, Inc.はSynspective USA HD, Inc. の100％子会社、その他３社は当社の100%子会社
(3) 正式名称は、ヤマトテクノロジーセンター



当社の衛星は観測衛星に分類され、衛星コンステレーションの構築・運用及びそれを通じた衛星データの
利活用という今後の拡大が見込まれる領域において事業を展開

29

事業領域

ロケット
事業者 地上システムインターネット接続・

自動運転・GPS

衛星データ
解析・利活用

StriX衛星
SAR衛星

高度 561km

衛星コンステレーションとは?
複数の人工衛星を連携させ、一体的に運用するシステムのこと。
互いに通信範囲が重ならないよう軌道に投入することで世界全域を高頻度で撮影
することができる。
「constellation」とは、「星座」を意味する。

主要な人工衛星の種類と役割

測位衛星 通信衛星
● 地上の位置情報を取得

● 米国の衛星測位システム
「GPS」が知られる

● 衛星放送や衛星通信に
使用される

● 米国スペースX社の「ス
ターリンク」に
活用

観測衛星

● 地球環境を観測し、災害監視や
気象予報に使用される

● 主に光学衛星とSAR衛星に分類

低軌道（LEO）
高度:
約160km~2,000km

中軌道（MEO）
高度:
約2,000km~36,000km

静止軌道（GEO）
高度:
36,000km~

ISS 国際宇宙
ステーション
高度 408km

スターリンク
通信衛星

（インターネット）
高度 550km

Skysat
光学衛星

高度 635km
NAVSTAR衛星
（GPS衛星）
高度 20,200km

ひまわり8号
静止気象衛星
35,786km

通信衛星
(BS, CS)
36,000km

月
約384,400km

だいち2号（ALOS-2）
陸域観測技術衛星
高度:628km

29

会社概要・
ビジネスモデル

SAR衛星は、地球観測衛星として主流の光学衛星に比べて、天候や時間帯に依存しないデータ取得が
可能であり、連続的変化の把握に優れる

30

SAR衛星データの特徴

観測方法

天候・時間の影響

観測できる情報

変化の分析

SAR衛星

マイクロ波を照射し
反射波を観測

24時間365日撮影可能

対象物の物理的特徴

時系列分析や変化抽出に強く、
連続的変化の分析が可能

形

光学衛星

太陽光の反射を用いて
地表を撮影

曇天では視界が遮られ、
夜間では視認性が落ちる

対象物の色

変化の分析は不向き

色

会社概要・
ビジネスモデル



コンステレーション形成のため必要となる小型化・低コスト化を実現したSAR衛星の開発・製造能力と、
得られたSAR衛星データから顧客に有意な情報を届けるための解析力が強み

31

当社の技術・強み

(1) 重量1,000kg超級を大型、100-500kg級を小型と示す。従来の大型衛星の例として、JAXAが開発、三菱電機が製造した大型SAR衛星「陸域観測技術衛星だいち4号（ALOS-4）」は重量約3トン、打上費用を含む総事業費は約320億円
（JAXA HP 予算関連(予算推移、プロジェクト関連)より）

SARデータ ソリューション

StriX
100kg級

小型SAR衛星

小型SAR衛星の開発・製造能力

従来の大型SAR衛星(1)との比較

小型化
重量比:約1/10以下

低コスト化
約1/20以下

 低い視認性
 広域・大量のデータ

SAR衛星データの課題

SAR衛星データの解析力

自動解析により有意
な情報抽出が可能に

解析に必要な技術領域
 SARデータプロセッシング
 リモートセンシング
 データサイエンス

希少なSAR衛星データを取得し、エンドユーザーに対する価値提供まで一貫して行う

コンステレーション
形成が可能に

（高頻度データ取得）

会社概要・
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内閣府「革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）」を経て設立された当社は、
その後も日本政府との様々な案件を通じて密にコミュニケーションを継続
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日本政府との強固なリレーション

ImPACTによる小型SAR衛星の開発 累計約266億円の官公庁向け案件契約(1) 政府からの受賞／選定

● これまで40件を超える受託開発、助成金、
各種実証事業等を受注し、データ・ソ
リューションサービスを提供

● 補助金収入を得るとともに、事業開発、
政府ニーズ取得を進めてきた

社会インパクトを生むスタート
アップとして選定（2023年）

新井がアントレプレナーシップ
推進大使を拝命（2023年）

内閣府特命担当大臣（宇宙政
策）賞受賞（2024年）

● 当社小型SAR衛星StriXは、内閣府
ImPACTプログラムにより初期開発

● 当プログラムには、JAXA、東大、東工大
（現、東京科学大学）、慶應大の経験豊
かなエンジニアが参画

● Synspectiveは、それらコア技術とエン
ジニアを継承し、スピンオフ企業として
民間資金調達によって設立

● 政府は、当社を世界と勝負ができる重要
スタートアップとして評価⑵

● 社会インパクトを与える、次世代を育て
る存在として認識

(1) 2018年以降の累計で既に収益計上済みのものを含む。
(2) J-Startup及びJ-Startup Impactに選定されたことより「世界と勝負ができる重要スタートアップとして政府に認識されている」としている

出所:https://www.j-startup.go.jp/ https://www.j-startup.go.jp/news/news_231006.html

会社概要・
ビジネスモデル

266億円



リカーリング需要が見込める政府／民間の顧客に対し、SAR衛星コンステレーションで取得される
観測データの販売、解析を伴うソリューションの提供、の2つのサービスを提供する
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ビジネスモデル

(1) 解析単価は1撮像にかかる解析料金を示す

データ販売

ソリューション

サービス 顧客

• SARデータを顧客に販売
• 画像数 x 画像単価

• データサイエンスを用いて
SARデータを自動解析、得
られた情報を顧客に販売

• 画像数 x 解析単価⑴での契約

SARデータの分析能力を持つため、
データの直接利用が可能な従来市場

SARデータの分析能力を持たないため、
データではなく解析が必須となる新興市場

政府

民間企業

SARデータ取得 興味対象サイト／
オブジェクトの定点観測ニーズ
• 安全保障
• 防災、減災
• インフラ、国土開発

興味対象サイト／
オブジェクトの時系列解析ニーズ
• 災害リスク、被害状況評価
• 大型設備と施工の安全管理、保守
• 地形、風況、森林等の環境調査

リカーリング需要

• 所管省庁
• 国際機関

• 損害保険
• 資源エネルギー開発
• インフラ開発、土木工事

リカーリング需要

会社概要・
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民間セクターで新市場を拡大するためには、解析を伴うソリューションサービスが求められる
未だマーケットに不足するSARデータ頻度／量の増大に伴い解析精度が向上することで、本格的な拡大を期待
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事業拡大のドライバーとなるソリューション事例

Land Displacement Monitoring／地盤変動モニタリング
広域な地表、インフラの変動量をｍｍ単位で検出し時系列での分
析結果を提供するサービス。地盤沈下、地滑りなどの災害リスク
評価やインフラ保守に活用

Flood Damage Assessment／洪水被害分析
洪水などの浸水被害（浸水域、浸水深、被害道路、被害建物）評価
サービス。保険のための損害査定やレスキュー活動のための迅速な
調査などに活用

Forest Inventory Management／森林資源管理
樹高やバイオマス量、林相区分、伐採状況などを分析するサービス。
森林管理コスト削減やカーボンクレジットトレーディングなどに活
用

Offshore Wind and Wave／洋上風況分析
広範囲な海域に対して、実測に基づく波の高さと風力を観測・分析。
洋上風力発電の設置位置の選定、保守・運用管理の効率化に活用

Disaster Damage Assessment／災害被害分析
災害前後の変化（地滑り、家屋倒壊など）を解析するサービス

■ 地盤／インフラ分析 ■ 災害被害分析 ■ 環境分析

会社概要・
ビジネスモデル



解析を通じて付加価値がついたデータ群は、リスク低減、生産性向上を目的とするソリューションとして
民間企業へ提供され、その市場は2030年に100兆円(1)を超える見込み
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ソリューションの重要性①:拡大する民間市場への展開

(1) 出所に記載がある市場規模元データを1ドル=150.0円として換算
(2) データの対象となる「EO」(Earth Observation)には、衛星データの他に「In-situ」(実地でのIoTセンサーにより収集)データも含まれる

出所:Amplifying the Global Value of Earth Observation INSIGHT REPORT MAY 2024:
https://www3.weforum.org/docs/WEF_Amplifying_the_Global_Value_of_Earth_Observation_2024.pdf

■ ソリューションによる衛星データ市場の拡張性

産業別の市場見込

重要インフラへの危険の監視や災害対応の改善など
のリスク低減、衛星データを産業のオペレーション
に組み込むことによる生産性向上を目的として、
以下産業で市場が拡大することが見込まれる

<主な産業>
• 農業:59.9 兆円
• 鉱山/石油ガス:15.9兆円
• 政府/災害対応:7.1兆円
• 電力:7.1 兆円
• 輸送: 5.3 兆円
• 金融・保険: 3.5兆円

約39.9兆円（2023年）→ 約100兆円（2030年）⑴

(2)

会社概要・
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データ販売用に使われなかった余剰の撮像キャパシティ(1)をソリューション用に充てることで、
コンステレーションが生む利益の最大化を目指す
データを大量に内製・利用できることは解析精度の向上につながり、競合する解析会社に対する優位性を生む
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ソリューションの重要性②:余剰データ活用で高収益化

(1) 軌道上で運用中の衛星の総撮像能力（画像データ量）。実際には撮像していない画像データの枚数分も含む
(2) 上記は衛星コンステレーション確立後のイメージ図であり、実際の利用枚数や利用割合とは一致せず、実際の業績を示唆するものではない
(3) 太陽光による撮像のエネルギーを貯める充電時間であり、この間の撮像はできない
(4) 実際はアーカイブデータとして蓄積したデータも後日売ることができるため、さらに未使用キャパシティを減らすことができる

コンステレーション
の撮像キャパシティ

データ販売利用

ソリューション利用

未利用

画像データ量 [枚]

■ ソリューションでの撮像キャパシティの有効利用イメージ(2)

チャージ⑶→撮像を繰り返すため、総キャパシティ
のうち、実際に顧客の興味地域と一致するのは一部

民間は別の興味地域を持つことが想定されるため、
上記未使用能力をソリューションに使える可能性

これによって未使用キャパシティを減らし、コンス
テレーションが生む利益の最大化を目指す⑷

会社概要・
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防衛領域でも、専門性が必要なSARデータの解釈は政府分析官が行っているが、コンステレーションで膨大な
データが生み出されるようになると自動解析へのシフトが想定される
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ソリューションの重要性③:データからソリューションへのシフト

少数箇所の日次データを購入し、
専門家／分析官が手作業で分析

現状 将来

コンステレーションから提供される
多地点の数時間毎データを、手作業
で分析するのが困難に

専門家／分析官に対して限られ
た量のデータを販売

専門家／分析官の代わりに膨大な
量のデータ自動解析を行い、得ら
れた高付加価値情報をレポート

◆ US: LUNO project

✔ NGA(国家地理空間情報局) の機械学
習／AIの取り組みを強化。

✔ 商用データを利用し、大量のデータ
管理体制を構築することを主眼に置
く ⑵

ソリューションサービス移行の動き

◆日本: 防衛省AI活用推進基本方針

「レーダー航跡、衛星画像、航空画像などの多岐にわたるセンシング
情報の増加 や高性能化に伴う目標情報の幾何級数的な増大に対応する
ため、人力で実施し ていた目標の探知・識別作業に、AIやAIを搭載し
たエッジコンピューティン グ技術等を活用し、探知・識別能力の向上
及び迅速化を図る。」⑶

⑴

⑴

■ 膨大なデータ取得により自動解析が主流に

(1) 衛星画像は、当社ウェブサイト掲載事例を抜粋「Synspectiveの小型SAR衛星「StriX-β」がシンガポールの港の船舶動向を撮像」:https://synspective.com/jp/usecase/2022/daily-visit-singapore/
(2) NGA > News https://www.nga.mil/news/NGA_announces_$290M_Luno_A_commercial_data_RFP.html
(3) 防衛省AI活用推進基本方針 https://www.mod.go.jp/j/press/news/2024/07/02a_03.pdf
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日本政府との契約を起点に、海外の政府・民間セクターへグローバルに事業展開
日本政府／パートナー企業と連携し、複数ヵ国で政府・民間契約を獲得
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海外ビジネスでの実績

(1) 2025年5月時点
(2) ここでは、パートナー提携に向けた合意文書(覚書)を締結した段階や、交渉中の段階を含めたものを指す
(3) カザフスタン、ウズベキスタン、ベトナムでは政府とMoUを締結

• クロアチア
• フィンランド
• ドイツ
• ハンガリー
• アイルランド

ヨーロッパ

• アゼルバイジャン
• カザフスタン(3)

• ウズベキスタン(3)

• UAE

中東・中央アジア

• インド
• ネパール
• マレーシア
• ベトナム(3)

• タイ
• 韓国

アジア地域

日本

最も大きなマーケットである米国政府
プロジェクト向けに、有望な米国企業
数社（10社以上）と画像・データ解析
を提供するパートナーシップを構築中 (2)

• カナダ
• アメリカ

北米
(1)

• 三菱電機株式会社

世界28の国や地域
（35パートナー）と提携

• 台湾
• オーストラリア
• モンゴル
• フィリピン
• インドネシア
• スリランカ

• ポーランド
• イギリス
• ルーマニア
• トルコ

会社概要・
ビジネスモデル
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Appendix:

- 会社概要・ビジネスモデル
- 市場の拡大と競争環境
- 事業計画

SAR衛星市場は防衛産業が牽引する形で拡大しており、従来の大型SAR衛星から小型SAR衛星コンステレーション
に主役が入れ替わりつつある。また、災害・環境リスクへの対応を中心に民間市場も立ち上がりつつある

40

世界のSAR市場の広がり

出所:World Economic Forum, “Space: The $1.8 Trillion Opportunity for Global Economic Growth”（2024年4月）
出所に記載がある市場規模元データを1ドル=150.0円として換算

■ 宇宙産業の市場規模予想
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出所: Global Market Insights, “Synthetic Aperture Radar (SAR) Market Report, 2024-2032” (2024年5月)
出所に記載がある市場規模元データを1ドル=150.0円として換算、市場規模には衛星、航空機、UAV(無人航空機)の市場規模を含む

約269兆円

95兆円

174兆円

■ 用途別SAR市場規模予想

9.4%

市場の拡大と競争
環境
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市場の拡大と競争
環境

SAR衛星データ需要を牽引する世界の宇宙・防衛予算は、この5年間継続的に増加。宇宙・防衛産業の技術・
財務における高いリスクを考慮し、各国政府は民間企業を積極的に活用
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宇宙防衛産業における民間利用の拡大

出所:Euroconsult, “Government Space Programs, 23rd edition.”（2023年）。出所に記載があるデータをIドル=150.0円として換算
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CAGR
14.7%

2021年7月 米国空軍 × Umbra(1)

米国空軍はUmbra と、統合全ドメイン指揮統制 (JADC2) を実現し、プラット
フォームとドメイン全体にわたる機能の成熟、実証、普及を図る、上限 9 億
5,000 万ドルの無期限納品/無期限数量 (IDIQ) 契約を締結

2022年5月 NRO × Maxar Technologies(2)

国家偵察局 (NRO) がPlanet Labs Federal, Inc.、Maxar Technologies、
BlackSkyの3社と最大10年に渡り、約数十億ドルになると評価される電気光学商用
レイヤー (EOCL) 契約を締結

2023年2月 NGA × Maxar Technologies(3)

NGA（国家地理空間情報局）、 Maxar Technologiesと米国の同盟国に商用衛星画像を
提供する5年間の契約を締結。契約額は最大1億9,200万ドル。高解像度の光学画像や
SAR画像が含まれる

2024年1月 SDA × L3Harris, Lockheed Martin, Sierra Space(4)

SDA（米宇宙開発局）、ミサイル追跡衛星の製造・運用でL3Harris Technologies社、
Lockheed Martin社、Sierra Space社の3社と約25億ドルの契約を締結。極超音速ミサ
イルを飛行の全段階で追跡できる赤外線センサーを搭載した、54機の衛星が製造され
る

■ 防衛領域における世界の宇宙関連予算 ■ 宇宙ビジネスにおける官公庁と民間企業の契約事例

(1) 出所:Umbraプレスリリース https://umbra.space/blog/umbra-awarded-950m-idiq-contract-following-space-x-launch/
(2) 出所:National Reconnaissance Office Release https://www.nro.gov/Portals/135/documents/news/press/2022/press_release_05-

22.pdf?ver=uKk6OOfq-yabhxjumr6yIA%3d%3d&timestamp=1661194501050
(3) 出所:Maxerプレスリリース https://spacenews.com/maxar-receives-192-million-contract-to-supply-imagery-to-u-s-allies/
(4) 出所:CNBC https://www.cnbc.com/2024/01/16/pentagon-awards-satellite-contracts-to-l3harris-lockheed-sierra-space.html

 

市場の拡大と競争
環境

世界的な需要の大きさに対するプレイヤー数が不足していることに加え、新規参入における様々な障壁が存在
しているため、当面の間は、限定的な競争環境が続くものと想定(1)
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限定的な競争環境

(1) 当社の想定であり、⾧期的なビジネス環境は変わりうる

小型化の技術難易度

限定的な競争環境が続くと考えられる(1)

エンジニアの希少性 莫大な資本と時間
の必要性

新規参入
プレイヤー

新規参入
プレイヤー

新規参入
プレイヤー

+ 世界の小型SAR主要プレイヤー数社



３つの観測モードの切替えにより、高解像度撮像・広範囲撮像を１機の衛星で実現可能

43

当社SAR衛星の分解能

（1）ノミナル（値）とは寸法公差の基準となる値で、実測された値の平均値を指します
（2）当社における実証値を含む、観測できた最高分解能を記載

ストリップマップモード（Stripmap mode）

10~30km （ノミナル(1)20km）観測幅

50~70km撮像域（シーン）の⾧さ

レンジ分解能 3.6m
×

アジマス分解能 2.6m 
分解能

スライディングスポットライトモード（Sliding Spotlight mode）

10km（ノミナル値(1)）観測幅

10km撮像域（シーン）の⾧さ

レンジ分解能 0.46m
×

アジマス分解能 0.5m
分解能

ステアリングスポットライトモード（Staring Spotlight mode）

10km（ノミナル値(1) ）観測幅

3km撮像域（シーン）の⾧さ

レンジ分解能 0.5m
×

アジマス分解能 0.25m
分解能

市場の拡大と競争
環境

2024年に打上げた衛星により、StriXは世界最高レベルのグランド分解能を実現し、さらに観測モードの切替
えにより現状他衛星事業者を上回る広範囲撮像も可能

44(1) 各社との比較は各社公表情報による（2025年3月末時点）
(2) 観測日時:2025年1月17日、観測場所:スペイン、バルセロナ中心部、観測モード:Staring spotlight mode

■ 各衛星事業者のスペック比較（観測モードは各社の高分解能モードでの比較）

撮像域グランド分解能観測モード国社名

10km×3km0.25mStaring spotlight mode
(高分解能モード)

日本Synspective
10km×10km0.5mSliding Spotlight mode

20km×50～70km2.6mStripmap mode
（広範囲モード）

5km×5km0.25m高分解能モードフィンランドA社

5km×5km0.25m高分解能モードアメリカB社

10km×10km0.25m高分解能モードアメリカC社

7km×7km0.46m高分解能モード日本D社

SAR衛星事業者の比較市場の拡大と競争
環境



他衛星事業者に比べ広域を撮像できることにより、災害時の被害状況や海洋監視など、広域状況の迅速な把握
が求められる際に優れた能力を発揮
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広域撮像能力を備えることの強み

(1) 災害対応支援を目的として、防災科学技術研究所が運用しているSIP4D（基盤的防災情報流通ネットワーク）により集約された情報を、目的別に統合し公開。令和6年能登半島地震、衛星画像より:https://xview.bosai.go.jp/view/index.html?appid=41a77b3dcf3846029206b86107877780

2024/1/7,9,10撮像分
StriXでは、3日間で全域を撮像可能

以降の取得データも公開中

2024/1/6 撮像分 2024/1/3、5、6、7、8、10、11、12、15、16 
撮像分

Synspective提供画像(1) C社提供画像(1) D社提供画像(1)

市場の拡大と競争
環境

技術的蓄積のある日米欧にて小型SAR衛星事業者が誕生、現在は各社足元の地域を中心に事業を展開
衛星データ活用に関する予算を増やしている日本において、国内の防衛関連の需要に関しては、安全保障の
観点から国内2社に予算獲得の優位性があると見込む
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世界のSARプレーヤーのポジショニング

(1) 防衛省「小型SAR衛星の機能等の向上に関する調査研究」および防衛省「安全保障用途に適したSAR衛星の宇宙実証」を示す

Espoo拠点
• EUの安全保障向けに

事業展開
• UAE等、他国への衛星製造

受託も行う

A社

九州拠点
• 日本の政府需要向けに事業

展開

D社

San Francisco拠点
• 米国の安全保障需要を中心

に事業展開

B社

Santa Barbara拠点
• 米国の安全保障需要を中心

に事業展開

C社

東京拠点
• シンガポールにも拠点を置き、アジア

地域でも実績
• ImPACTプログラム出自であり、既に

防衛省から2件(1)の案件を受託するなど、
日本政府と強固な関係

Synspective

市場の拡大と競争
環境
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Appendix:

- 会社概要・ビジネスモデル
- 市場の拡大と競争環境
- 事業計画

安全保障領域を中心とする日本政府へのデータ販売を起点に、中期的には海外政府にも拡大、安定した収益
基盤を形成。衛星データ量の増大に伴い、民間セクターへのソリューション提供で収益を拡大
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成⾧戦略

(1) 上記は当社の中⾧期な収益構成の変遷を示したもので、イメージ図であり、実際の売上高のサイズとは一致せず、実際の業績を示唆するものではない
(2) 2025年３月末時点。

成⾧ステージ毎の
収益構成

データ量増に伴う
顧客拡大

短期:
日本政府へのデータ販売中心

中期:
海外政府へのデータ販売拡大

⾧期:
ソリューション提供拡大

政府需要と
補助金収入により

安定収益基盤を構築

x >10機 x >30機< 24 h < 1 h

多地点

電力会社
保険会社

海外国防省庁 その他海外省庁海外国防省庁その他海外省庁

建設会社
鉱山・資源会社

建設会社
鉱山・資源会社

データ量増により
国防／防災軸で海外展開

防衛省 その他省庁

国防／防災軸の
解析技術を民間展開

現在
4機運用中⑵

運用機数は中期以上に
増加する見通し

防衛省 その他省庁 防衛省 その他省庁

国内データ販売

国内データ販売

海外データ販売

ソリューション提供

余剰データを
活かして高収益化

を加速

業務提携により
海外防衛市場への

展開強化

事業計画



特定政府需要に対するデータ販売は、優先権や所有権などの付与により単価を高く設定できると想定
ソリューションでのデータ活用により販売率・単価の両面において向上させることができる
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売上モデル

データ販売の売上
約1,200枚/月

撮像キャパシティ⑴

約20-40%

販売率⑵

• 第三世代衛星の1機当りの
撮像可能枚数（40枚/日）

• 過去実績上の標準単価

2028年以降に
30機体制を目指す

衛星機数

上記に加え、アーカイブ
データの販売も可能

今後予期される、特定政府
需要への販売は、2～3倍程
度の価格を想定⑶

約30-50万円/枚

販売単価

• すでに見通しが立ってい
る海外省庁向け販売も含
む

ソリューションでのデータ
活用により、販売率の向上
が可能

ソリューションでは「解析
単価⑷」に該当。高付加価
値情報の付与により、上記
より高い単価設定が可能

政府需要を中心に見込むデータ販売の売上モデル

2024年10月31日に三菱電機株式会社と“衛星関連事業に関する戦略的パートナーシップ覚書”を締結。防衛省に対してのデータ販売、アジア及びその他地域
の一部の安全保障機関に対してのデータ販売は同社と協業して実施（当該協業の範囲では販売手数料が発生する見通し）

(1) 現在軌道上で運用中の衛星のキャパシティから計算した最大数であり、実際には撮像していない枚数分も含む
(2) データ販売の提供枚数/撮像可能枚数で計算
(3) 今後の価格設定に関する我々の現在の目標を反映している。実際の将来の価格はこの金額と異なる場合がある
(4) 解析単価は1撮像にかかる解析料金を示す

事業計画

50

短中期の主なKPI

短中期では、国内防衛分野における需要が拡大し、衛星機数の増加に伴い売上が増加していくと想定
中⾧期では、国内防衛分野への販売は漸増となり、海外データ販売・ソリューション提供の割合が増加して
いくと想定

中期(2)短期(2)現在 (実績) (1)項目

30機超11機前後4機運用衛星機数

2028年以降2026年頃―達成時期(3)

36,000枚～11,700枚900枚撮像可能枚数(月間) (4)

30％～約20～40％30.7％データ販売率(5)

―(6)約30～50万円(1)約30～50万円(1)想定販売単価

中期(1)短期(1)現在 (実績)販売先

60％80％65.1％国内防衛分野

40％20％34.9％その他

(1) 現在(実績)は、24/12現在の実績。想定販売単価については、実際の販売単価のレンジを記載しており、短期的に同水準で推移すると予測している。なお、今後予期される、特定の政府需要への特定スペックでの販売は、2倍から3倍程度の販売単価での販売を想定
(2) 短期は日本政府へのデータ販売が中心となる。中期は日本政府へのデータ販売に加えて、海外政府へのデータ販売を拡大しソリューションを徐々に伸ばしていく時期になる
(3) 製造・打上げの遅延、計画の変更により時期は変動する可能性がある
(4) 撮像可能枚数は、現在軌道上で運用中の衛星のキャパシティから計算した最大数であり、実際には撮像していない場合もある。現在（実績）は、６号機については打上げ直後で通常のデータ販売開始前のため撮像可能枚数から除いている。短期は、第２世代及び第3世代の衛星のキャパシティから計算した最大の撮

像可能枚数に11機を乗じて計算している。中期は、第3世代の衛星のキャパシティから計算した最大の撮像可能枚数に30機を乗じて計算している
(5) データ販売率はデータ販売の提供枚数/撮像可能枚数で計算している。ソリューションによるデータ利用分は除いており、ソリューションを通して多様なニーズを獲得することにより、この比率を高めていく計画
(6) 中⾧期的には防衛分野以外のデータ販売による販売単価は下落していくと想定している。ただし、ソリューションで付加価値を加えることにより、トータルで維持・上昇が可能と想定
(7) 現在(実績)は、24/12の実績を記載

事業計画



主なコストとして、衛星の製造費用、運用にまつわる費用、研究開発費等を想定
⾧期的には、売上に対する固定費の割合を抑えることで、ハイマージンの実現を目指す
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⾧期におけるコスト構造イメージ(1)

ソリュー
ション
売上

データ販売
売上

営業利益

その他

6-8%

20-25%

9-12%

12-16%

売上原価 販売費及び一般管理費

研究開発費

販売人件費
/販売促進費

減価償却費

衛星・ソリューション
運用コスト

Long-term Target(2) <Key Assumptions>

衛星製造費用（衛星減価償却費）
・1機あたりの製造費用は約11~14億円で、5年で償却
・製造費用については、学習効果による製造期間短縮、量産による1機
あたりの固定費縮減、サプライヤーに対する購買・交渉力の向上による低減
可能性を見込む

衛星打上コスト（衛星減価償却費）
・打上げ1回あたりの費用は当社専用機で約11億円で5年で償却
・他衛星との相乗機は約3億円であり利用割合を高めることでコスト低減が
可能。専用機についても業者間の競争激化による将来的な低減を見込む

販売人件費/販売促進費
・販売チームを内製化していることにより固定費的に発生するコスト、売上
の拡大に要する人員増加は限定的であると想定
・販売パートナーとの提携により一定の販売手数料が発生する見込み

研究開発費
・次世代衛星の研究開発に約6-7億円/年、ソリューションの研究開発に
約5億円/年、継続して投資していく方針

衛星・ソリューション運用コスト
・地上局の利用料、データストレージ費用、運用人件費などから構成
・継続的な研究開発による自動化部分の増加およびノウハウ蓄積を通じた安
定運用による売上対比での低減を見込む

(1) 上記は当社サービスが安定的に供給された時点での⾧期における損益構造を示したもので、イメージ図であり、実際の売上高、コスト及び営業利益のサイズとは一致せず、実際の業績を示唆するものではない
(2) 本ページに記載されている将来に関する記述は、当社のコントロールを超えた事業、経済、規制、競争上の不確実性および偶発事象によって重大な影響を受ける可能性がある。これらの記述は、当社の将来の戦略および方針に関する一定の前提に基づいており、それらは変更される可能性がある。

実際の将来の数値は、様々な要因によって目標と異なる可能性があり、その差は大きい可能性がある。本資料に記載されている内容は、これらの目標が達成されることを示すものではなく、また、状況の変化に応じてこれらの目標を更新する義務を負うものではない

事業計画

短中期的には、衛星の量産化に対応するため衛星製造人員の増加を見込む
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中⾧期での人員計画

中期(1)短期(1)2025年3月末2024年12月末

―(2)280名205名192名総人数

15％16％19％19％衛星開発

27％27％18％18％衛星製造

23％22％31％31％衛星運用・
ソリューション

35％35％32％32％事業開発・営業・管理

(1) 短期は日本政府へのデータ販売が中心となる。中期は日本政府へのデータ販売に加えて、海外政府へのデータ販売を拡大しソリューションを徐々に伸ばしていく時期になる
(2) 中期的には短期に比し、20～30％程度増員の見込み

事業計画
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Disclaimer

本資料は、情報提供のみを目的として当社が作成したものであります

本資料に含まれる将来予想に関する記述は、当社の判断及び仮定並びに当社が現在利用可能な情報に基づいて作
成されています。将来予想に関する記述には、当社の事業計画、市場規模、競合状況、業界に関する情報及び成⾧
余力等が含まれますが、これらに限定されるものではありません。そのため、これらの将来予想に関する記述は、
様々なリスクや不確定要素に左右され、実際の業績は将来に関する記述に明示または黙示された予想とは大幅に異
なる場合があります

本資料には、当社の競争環境、業界のトレンドや一般的な社会構造の変化に関する情報等の当社以外に関する情
報が含まれています。当社は、これらの情報の正確性、合理性及び適切性等について独自の検証を行っておらず、
いかなる当該情報についてこれを保証するものではありません

＜お問合せ先＞株式会社Synspective ir@synspective.com

© Synspective Inc.54




